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　日ごろより公務員労働者の賃金・労働条件の向上にご努力いただいていることに敬意を表します。
　昨年、人事院は民間給与実態調査の比較対象企業を５０人以上の「小規模企業」にまで拡大して勧告を行いました。その結果、従来通りの比較方法であれば月例給１．１２％、４,２５２円、一時金０．０５月のプラス勧告であったものが、月例給、一時金とも据え置きの勧告となりました。多くの地方人事委員会もこの影響を受け、据え置き勧告が主流となりました。
　労働基本権を制約したまま、労働団体の合意も納得もなく、機械的な「民間準拠」による公務員賃金の引き下げが、関連する公務職場の労働者をはじめ、民間賃金にも影響をおよぼし、それがさらに公務員賃金ダウンにつながるという「賃下げの悪循環」により、個人消費が冷え込み、地域格差が拡大し、日本経済の健全な成長を阻害しています。
さらに、雇用の流動化等により、ワーキングプアといわれる働いてもまともに生活できない人たちが増大し、格差と貧困が拡大し、歪んだ社会構造となっています。
　政府は、行革推進法や市場化テスト法、あるいは公務員制度改革法（仮称）などによって、労働基本権を制約したまま、公務リストラを進めようとしていますが、こうした乱暴なことは認められるものではありません。使用者・政府として、職員が安心して職務に精励できる給与水準と制度、労働条件の確保の検討が必要と認識しています。
　このような問題意識のもとに、私たちは、公務員労働者の賃金・労働条件の改善にむけて、下記の2007年春闘要求をまとめました。
公務労働者の生活の改善、諸権利の拡充、国民・住民サービスの充実をめざす立場から、政府が、使用者として積極的な役割を果たすことが求められています。そのことをふまえ、私たちの切実な要求に対する誠意ある回答を強く求めるものです。
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 記
１　国民本位の行財政の確立と要員確保等について
(1)　「構造改革」路線を転換し、「格差」と「貧困」の拡大をただちに是正するととも　に、国民の　安全・安心の確保に資する国民本位の行財政・司法を確立すること。
(2)　国の財政事情を口実にした公務員の総人件費削減は行わないこと。
　　また、政府自らが、労働条件決定システムや、賃下げなどの労働条件の不利益変更に　つながる不当な政治介入を行わないこと。
(3)　公共サービスを破壊する「官製市場の開放」のための「市場化テスト（官民競争入　札）」を安易に行わないこと。また、公的機関の民営化・独立行政法人化、業務の民間　委託・委譲、医療や教育分野などの営利企業への開放を安易に行わないこと。
(4)　総定員法を廃止し、「5年間10％削減」の定員削減計画を中止すること。
　　また、「5年間5.7％以上」の定員純減方針を撤回し、行政サービスの拡充と職場の労　働条件改善を図るため、必要な予算・要員を確保すること。
(5)　行政サービスの切り捨てと公的責任の放棄につながる国民生活関連部門の一方的な　「合理化」を行わないこと。地方支分部局・付属機関等の一方的・画一的な統廃合を行　わないこと。
(6)　社会保険庁改革にあたっては、信頼できる健康保険・年金制度のあり方と、それに　ふさわしい組織形態をあわせて検討し、「解体的出直し」を前提とした論議は行わない　こと。また、職員の雇用・身分を十全に保障し、組織改廃に伴う「分限解雇」は行わな　いこと。
２　労働基本権の確立について
(1)　公務員労働者の労働基本権を全面的に回復すること。
(2)　労働組合法に準じて、公務にも不当労働行為の禁止と救済の制度を確立すること。
(3)　職員団体のための職員の行為の制限（国公法第108条の6）を廃止すること。当面、　専従期間の「7年」を延長すること。
(4)　公務労働に関する151号（公務における団結権の保護及び雇用条件決定手続に関する　条約）などＩＬＯ未批准条約の批准を促進し、ＩＬＯに対する政府の責任を果たすこと。
(5)　労働組合の団結と自治を破壊する組織介入、不当労働行為は一切行わないこと。ま　た、労働組合所属による人事、交渉、組合活動などへの差別的取扱いを行わないこと。
(6)　最高責任者による交渉対応など、公務労組連絡会との団体交渉を誠実に実施するこ　と。また、賃金・労働時間など労働条件にかかわる事項は、「管理運営事項」を含めす　べて交渉対象とし、労使対等の交渉を行うこと。
３　民主的公務員制度の確立について
(1)　公正・中立な行政の実現と民主的な公務員制度の確立に向けて、国民的な論議を保　障するとともに、関係労働組合や専門家の意見を踏まえ、民主的な検討を行うこと。公　務員制度の検討にあたっては、行政の中立・公平性確保とＩＬＯ勧告にもとづく公務員　の労働基本権回復にむけた労使交渉・協議を行うこと。
(2)　国民に信頼される安定・公平な行政を確保する観点から、競争原理にもとづく制度　見直しは行わず、公務員労働者が職務に専念できる中立・公正な給与・人事行政を確立　し、公務員の身分保障を形骸化させないこと。
　　また、Ⅰ種採用職員の特権的人事を改めるとともに、公平で透明な労働組合参加によ　る幹部育成・登用策の民主的なルールを確立し、Ⅱ種・Ⅲ種職員の大幅な登用を図るこ　と。
(3)　「天下り」やこれを前提とした早期退職慣行を廃止し、定年年齢までの雇用を保障　すること。
(4)　女性の採用を拡大すること。また、女性職員の登用にあたっては、労働組合の参加　のもとに民主的なルールを確立し、数値目標を設定して大幅な登用（当面30％）を図る　こと。
(5)　企画立案部門と実施部門別の分割管理や、「能力・業績主義」を口実にした複線型　（コース）別人事制度の導入などを行わず、公務一体の人事管理を徹底すること。
(6)　差別のない公平処遇、職員参加、育成重視型の人事評価制度を確立すること。評価　結果は直接的に賃金に反映させないこと。評価結果の本人開示を行い、民主的な苦情処　理システムを確立すること。
　　また、人事評価制度の試行については、労働組合との交渉・協議を尽くすこと。
(7)　独立行政法人等への移行にあたっては、雇用・身分、労働条件の継承をはかること。
４　賃金等の改善について
(1)　公務員労働者の現に支給されている賃金を月額平均11，000円・2．9％（国公行政職(一)引き上げるこ　と。
(2)　行政職（一）高卒初任給（18歳）を155，000円、大卒初任給（22歳）を185，000円　に引き上げること。
(3)　パート・アルバイト等の臨時・非常勤職員を含め、公務職場に働く労働者の最低賃　金を月額相当150，000円（時給1，000円、日給7，400円）以上に引き上げること。また、　非常勤職員の最低賃金額を明示すること。
(4)　賃金体系について、初任給引き上げを前提に、世帯形成に伴う生計費の増大や、経　験・勤続（専門性向上要素）に応じた体系を維持すること。
　　そのため、行政職（一）の俸給額（現給保障を含む）を以下のとおり改善すること。
　　　　モデル年齢　　　 俸給額　　　　 引き上げ率
　　　　　１８歳　　　　155,000円　　　　　12.0％
　　　　　２２歳　　　　185,000円　　　　　 8.7％
　　　　　３５歳　　　　285,800円　　　　　 3.3％
　　　　　４５歳　　　　383,300円　　　　　 2.7％
(5)　全国共通の給与水準を確保し、地域間の給与格差を是正する給与制度に改善するこ　と。また、「総人件費削減」などの政策的給与水準の切り下げを行わないこと。
　　当面、地域手当については、生計費、物価動向を重視し、格差の縮小、支給地域の拡　大を行うこと。
(6)　勤務実績の給与への反映にあたっては、恣意的、権力的な運用を行わないこと。
(7)　一時金については、支給月数の引き上げをはかり、勤勉手当を廃止し期末手当に一　本化すること。また、「役職別傾斜支給」及び「管理職加算」をやめること。
(8)　退職手当については、「調整額」を廃止するとともに、支給水準を維持すること。
(9) 行政職（一）Ⅱ種、Ⅲ種及びＡ種、Ｂ種の初任給格付けを改善するとともに、必要な　在職者調整を行い、他の俸給表についても、これに準じた改善措置を講じること。
(10) 諸手当の改善
①　配偶者手当の削減を行わず、扶養手当の支給範囲、支給額を改善すること。
②　通勤手当について、新幹線通勤等も含め全額実費支給を認め、非課税とすること。マ　イカー通勤等交通用具利用者に対する支給額を改善すること。
③　住居手当について、持家の手当を含めその負担実態に即して支給内容を改善し、支給　額の引き上げを行うこと。
④　単身赴任手当について、すべて別枠財源とし、大幅に支給額を引き上げること。また、　支給範囲の見直しを行い、別居の場合はすべて適用できるようにすること。
⑤　超過勤務手当の支給割合を150％に、深夜勤務及び休日給の支給割合を200％に引き　上げること。これらの割増分は、職員が休日等（休日及び勤務を要しない日）に勤務し、　代休を取得した場合でも、支給できるようにすること。また、宿日直手当の改善を行　うこと。
⑥　教員の人材確保法を堅持し、適正な給与水準を確保すること。
⑦　寒冷地手当について、寒冷積雪地域の生活実態に基づいて改善を図ること。
⑧　特地勤務手当の支給基準を公開するとともに、離島・へき地の実態を反映し、支給額　等を大幅に改善すること。
⑨　特殊勤務手当について、勤務実態に見合った支給改善を行うこと。また、交替制・変　則勤務者に対する手当を新設すること。
⑩　俸給の調整額について、支給区分の改善、支給対象職種の拡大等、職務内容の変化に　応じた改善を行うこと。　
⑪　本府省手当の新設は行わないこと。
(11) 給与改善費について、2007年度の当初予算から必要な額を計上すること。　
５　労働時間短縮、休暇制度改善等について
(1)　すべての公務職場で年間総実労働1,800時間を早急に達成するための条件整備を図　ること。
　　交替制職場については、必要な職員増などの措置を講じ、「勤務を要しない日」の2　日連続取得を保障すること。
(2)　所定内労働時間を1日7時間、週35時間とすること。当面、06勧告での民間にお　ける所定内労働時間の調査結果を踏まえ、所定内労働時間を1日7時間45分に短縮す　ること。
　　また、交替制勤務者の連続勤務時間を短縮し、連続拘束時間について上限を設けると　ともに、仮眠時間が十分確保できるよう必要な改善措置を講じること。
(3)　厚生労働省のガイドラインに準じて、勤務時間管理を徹底するなど実効ある超過勤　務規制を行うこと。超過勤務の上限を1日2時間、1週5時間、月20時間、年間120　　時間以内に制限するとともに、不払い残業をなくすこと。また、家族的責任を有する職　員については、原則として時間外、深夜、休日労働を禁止すること。
(4)　超過勤務縮減にむけた労働時間管理にかかわる労使による協議機関の設置を義務付　けること。
(5)　公務員労働者の生活・労働実態を無視した勤務時間割り振りの弾力化、フレックス　タイム制の適用拡大、裁量労働制の導入などの労働時間「弾力化」や、過重労働につな　がる制度改悪を行わないこと。
(6)　介護休暇の取得期間を365日とし、断続取得、同一疾病での再取得など取得方法の　改善、要介護期間の制限撤廃などの改善を行うこと。また、現職復帰、代替要員の確保、　無給規定の撤廃を図ること。時間取得による賃金カットを大幅に緩和すること。
(7)　子どもの看護休暇制度を子ども一人につき5日以上とし、対象年齢を義務教育年齢　とするなどの拡充を図ること。家族看護休暇の創設、子どもの幼稚園・保育園、学校行　事等への参加のための休暇制度を新設すること。
(8)　育児休業制度の所得保障を充実するとともに、代替要員の確保、部分休業期間の延　長など取得しやすい制度に改善すること。また、男性取得率を高めること。当面、時間　取得による賃金カットを大幅に緩和すること。
(9)　自己啓発等休業制度を早急に法制化し、施行すること。
(10)　長期勤続休暇（リフレッシュ休暇）を経済的措置を含めて早期に制度化すること。
(11)  年次有給休暇を年間30日とし、要員確保など取得促進に向けた条件整備を行うこ　と。また、夏季休暇を10日間とし、結婚休暇も1週間以上に延長すること。
６　男女平等、母性保護等について
(1)　公務における真の男女平等を実現するため、採用・任用・昇進・昇格をはじめ雇用　の全ステージにおける間接差別を含めた男女差別の禁止、制裁・罰則規定の新設、救済　制度の拡充などの整備を行うこと。
(2)　女性の採用を拡大し、役職段階別に占める女性の割合を男女の職員構成比に応じた　ものとすること。そのため、女性の採用、研修・育成、昇任・昇格にあたって積極的な　改善策を講じるとともに、苦情処理制度やセクシュアル・ハラスメント防止対策の拡充　を図ること。
(3)　各府省が策定した「女性職員の採用・登用拡大計画」が実効あるものとなるよう、　数値目標を設定させるなど指導を徹底すること。
(4)　産前休暇を8週間、産後休暇を10週間とし、産前6週間の就業禁止期間を設けると　ともに、すべての職務に任期付き職員でない正規職員による代替措置を講じること。
(5)　妊産婦について、深夜・時間外・休日労働や危険有害業務と交替・変則勤務の禁止、　他の軽易な業務への転換、勤務時間短縮など労働軽減をはかること。また、そのための　正規職員による代替措置を講ずるとともに、妊娠障害休暇を新設すること。
(6)　更年期障害にかかわる措置等を制度化すること。
(7)　次世代育成支援対策推進法にもとづく「特定事業主行動計画」策定後の進捗状況を　明らかにし、改善を図ること。
７　高齢者雇用、年金制度拡充について
(1)　雇用延長にむけ、「65歳定年制」を検討すること。当面、年金の支給開始年齢の繰　り延べに対応して、定年年齢を段階的に引き上げるなどの経過的な措置を講じること。
(2)　高齢者の再任用にあたっては、希望者全員の雇用や配置が可能となるよう運用の適　正化をはかること。短時間勤務者は定員管理の枠外とし、再任用の定員管理については、　弾力的な運用が可能な仕組みとすること。
(3)　基礎年金の国庫負担割合を3分の1から2分の1に増額しること。その財源として　消費税の引き上げは行わないこと。また、保険料・掛金の負担を軽減すること。
(4)　共済年金の給付開始年齢を原則60歳とすること。
(5)　「被用者年金制度の一元化」にかかわって、人事院が政府に提出した「民間の企業　年金・退職金等の調査結果及び新たな公務員年金に係る見解」を踏まえ、職域部分に代　わる新たな公務員年金の仕組みを設けること。
　　また、退職年金や退職手当など退職給付の支給水準を維持・改善すること。
８　健康・安全確保等について
(1)　長時間・過密労働をなくし、過労死・自殺、疾病、公務災害の予防など職員の健康　・安全を確保するため、以下の対策を講じること。
①　超勤規制、夜勤制限、勤務時間帯等について、実効ある基準を労使協議で策定し、確　実な実施を保障すること。
②　メンタルヘルス問題の深刻化を踏まえ、働き方と職場環境の変化に対応して、「職員　の心の健康づくりのための指針」等に基づいた心の健康づくり対策を強化すること。
③　看護師の夜勤について、複数・月8日以内を厳守させるとともに、夜勤体制の充実を　図ること。
④　人事院規則10-4第14条に基づき、任命権者ごとに「健康安全管理委員会」を設置する　とともに、一定規模以上の職場には専従の安全衛生委員を配置し、委員会の日常的な活　動を強化すること。
(2)　職場の健康診断について、次の充実をはかること。
①　健康診断の受診を促進させるとともに、検診項目については、ガン・生活習慣病検診　など職場と職員の実態、社会の要請に対応した項目を設定するなど内容の充実をはかる　こと。
②　特別定期健康診断の受診を義務づけ、指定範囲外職員についても希望者の受診を積極　的に認めること。
(3)　国家公務員災害補償法を次のとおり抜本的に改正すること。
①　災害認定について、「業務起因性」と「業務遂行性」を要件とする現行基準を廃止す　ること。認定の基本原則として、使用者側に「公務外」の立証がない限り「公務上」と　する「使用者挙証責任制」を確立すること。
②　公務・通勤災害の各種給付水準を大幅に引き上げること。
９　非常勤職員の均等待遇の実現にかかわって
(1)　画一的・一方的な「雇い止め」を規制するなど、非常勤職員制度を抜本的に見直す　こと。
(2)　常勤職員との均等待遇をはかるため、以下の要求を実現すること。
　①　給与法をはじめとする諸規定の整備をはかること。
　②　非常勤職員の休暇等については、常勤職員に準じた制度に改善すること。当面、無　　給とされている休暇を有給にするとともに、夏季休暇、結婚休暇、看護休暇や育児休　　業などの制度化をはかること。
　③　非常勤職員にも健康診断受診を拡大すること。
(3)　一定期間勤務することが予定される非常勤職員については、採用時からの年次休暇　取得を可能とするなど、実態に即した改善をはかること。
10　独立行政法人等の運営と制度設計について
(1)　独立行政法人制度に関わる要求
　①　独立行政法人制度を、法人の運営に職員の意見が反映する仕組みに改善し、職員の　　創意発揮による効果的な業務執行を図ること。
　②　中期目標、中期計画の立案にあたって、国民へのサービス水準の維持・改善が可能　　な運営費交付金を保障するとともに、自己収入の拡大や人員削減等の減量化方針を押　　しつけないこと。
　③　中期目標の期間終了時に一方的な業務・組織の廃止・統合、非公務員化を行わず、　　当該労組、法人の意見と主務大臣の考えを最大限尊重すること。
 (2) 職員の賃金・労働条件改善に関する要求
　①　労働条件の維持・改善の観点から、労使対等の関係確立を促すこと。
　②　非現業国家公務員との均衡を最優先する賃金決定への介入は行わず、労使自治によ　　る決定を保障すること。
以　　　上
2007年２月８日
人事院総裁
　谷　公士　殿
公務労組連絡会
議　長　石元　　巌
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２００７年公務労組連絡会統一要求書
　日ごろより公務員労働者の賃金・労働条件の向上にご努力いただいていることに敬意を表します。
　昨年、人事院は民間給与実態調査の比較対象企業を５０人以上の「小規模企業」にまで拡大して勧告を行いました。その結果、従来通りの比較方法であれば月例給１．１２％、４,２５２円、一時金０．０５月のプラス勧告であったものが、月例給、一時金とも据え置きの勧告となりました。多くの地方人事委員会もこの影響を受け、据え置き勧告が主流となりました。
　労働基本権を制約したまま、労働団体の合意も納得もなく、機械的な「民間準拠」による公務員賃金の引き下げが、関連する公務職場の労働者をはじめ、民間賃金にも影響をおよぼし、それがさらに公務員賃金ダウンにつながるという「賃下げの悪循環」により、個人消費が冷え込み、地域格差が拡大し、日本経済の健全な成長を阻害しています。
さらに、雇用の流動化等により、ワーキングプアといわれる働いてもまともに生活できない人たちが増大し、格差と貧困が拡大し、歪んだ社会構造となっています。
　政府は、行革推進法や市場化テスト法、あるいは公務員制度改革法（仮称）などによって、労働基本権を制約したまま、公務リストラを進めようとしていますが、こうした乱暴なことは認められるものではありません。使用者・政府として、職員が安心して職務に精励できる給与水準と制度、労働条件の確保の検討が必要と認識しています。
　このような問題意識のもとに、私たちは、公務員労働者の賃金・労働条件の改善にむけて、下記の2007年春闘要求をまとめました。
公務労働者の生活の改善、諸権利の拡充、国民・住民サービスの充実をめざす立場から、人事院が「第三者機関」として積極的な役割を果たすことが求められています。そのことをふまえ、私たちの切実な要求に対する誠意ある回答を強く求めるものです。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１　賃金等の改善について
(1)　公務員労働者の現に支給されている賃金を月額平均11，000円・2．9％（国公行政職(一)）引き上げる　こと。
(2)　行政職（一）高卒初任給（18歳）を155，000円、大卒初任給（22歳）を185，000円　に引き上げること。
(3)　パート・アルバイト等の臨時・非常勤職員を含め、公務職場に働く労働者の最低賃　金を月額相当150，000円（時給1，000円、日給7，400円）以上に引き上げること。また、　非常勤職員の最低賃金額を明示すること。
(4)　賃金体系について、初任給引き上げを前提に、世帯形成に伴う生計費の増大や、経　験・勤続（専門性向上要素）に応じた体系を維持すること。
　　そのため、行政職（一）の俸給額（現給保障額を含む）を以下のとおり改善すること。
　　　　モデル年齢　　　 俸給額　　　　  引き上げ率
　　　　　１８歳　　　　155,000円　　　　　12.0％
　　　　　２２歳　　　　185,000円　　　　　 8.7％
　　　　　３５歳　　　　285,800円　　　　　 3.3％
　　　　　４５歳　　　　383,300円　　　　　 2.7％
(5) 官民賃金比較方法については、比較企業規模1,000人以上への引き上げ、勤続・経験　年数の加味、民間一時金水準の厳正な把握など抜本的な改善を図ること。少なくとも、　比較企業規模を100人以上に戻すこと。
(6)　全国共通の給与水準を確保し、地域間の給与格差を是正する給与制度に改善するこ　と。また、「総人件費削減」などの政策的給与水準の切り下げを行わないこと。
　　当面、地域手当については、生計費、物価動向を重視し、格差の縮小、支給地域の拡　大を行うこと。
(7)　勤務実績の給与への反映にあたっては、恣意的、権力的な運用を行わないこと。
(8)　一時金については、支給月数の引き上げをはかり、勤勉手当を廃止し期末手当に一　本化すること。また、「役職別傾斜支給」及び「管理職加算」をやめること。
(9) 行政職（一）Ⅱ種、Ⅲ種及びＡ種、Ｂ種の初任給格付けを改善するとともに、必要な　在職者調整を行い、他の俸給表についても、これに準じた改善措置を講じること。
(10) 諸手当の改善
①　配偶者手当の削減を行わず、扶養手当の支給範囲、支給額を改善すること。
②　通勤手当について、新幹線通勤等も含め全額実費支給を認め、非課税とすること。マ　イカー通勤等交通用具利用者に対する支給額を改善すること。
③　住居手当について、持家の手当を含めその負担実態に即して支給内容を改善し、支給　額の引き上げを行うこと。
④　単身赴任手当について、すべて別枠財源とし、大幅に支給額を引き上げること。また、　支給範囲の見直しを行い、別居の場合はすべて適用できるようにすること。
⑤　超過勤務手当の支給割合を150％に、深夜勤務及び休日給の支給割合を200％に引き　上げること。これらの割増分は、職員が休日等（休日及び勤務を要しない日）に勤務し、　代休を取得した場合でも、支給できるようにすること。また、宿日直手当の改善を行　うこと。
⑥　寒冷地手当について、寒冷積雪地域の生活実態に基づいて改善を図ること。
⑦　特地勤務手当の支給基準を公開するとともに、離島・へき地の実態を反映し、支給額　等を大幅に改善すること。
⑧　特殊勤務手当について、勤務実態に見合った支給改善を行うこと。また、交替制・変　則勤務者に対する手当を新設すること。
⑨　俸給の調整額について、支給区分の改善、支給対象職種の拡大等、職務内容の変化に　応じた改善を行うこと。
⑩　本府省手当の新設は行わないこと。
２　権利確立について
(1)　交渉による労使対等の労働条件決定システムを確立すること。
(2)　労働組合法に準じて、公務にも不当労働行為の禁止と救済の制度を確立すること。
(3)　職員団体のための職員の行為の制限（国公法第108条の6）を廃止すること。当面、　専従期間の「7年」を延長するよう、政府・国会に勧告、意見の申出を行うこと。
(4)　公務労働に関する151号（公務における団結権の保護及び雇用条件決定手続に関する　条約）などＩＬＯ未批准条約の批准を促進し、公務の労使関係を国際水準まで引き上げ　るよう、政府・国会に勧告、意見の申し出を行うこと。
(5)　当局による労働組合への組織介入など、団結と自治を破壊する不当労働行為を根絶　すること。また、労働組合所属による人事、交渉、組合活動などへの差別的取扱いを行　わないよう当局を指導すること。
(6)　最高責任者による交渉対応など、公務労組連絡会との団体交渉を誠実に実施するこ　と。また、賃金・労働時間など労働条件にかかわる事項は、「管理運営事項」を含めす　べて交　渉対象とし、労使対等の交渉を促進すること。
３　民主的公務員制度の確立について
(1)　国民に信頼される安定・公平な行政を確保する観点から、競争原理にもとづく制度　見直しは行わず、公務員労働者が職務に専念できる中立・公正な給与・人事行政を確立　し、公務員の身分保障を形骸化させないこと。
　　また、Ⅰ種採用職員の特権的人事を改めるとともに、公平で透明な労働組合参加によ　る幹部育成・登用策の民主的なルールを確立し、Ⅱ種・Ⅲ種職員の大幅な登用を図るこ　と。
(2)　「天下り」やこれを前提とした早期退職慣行を廃止し、定年年齢までの雇用を保障　すること。
(3)　女性の採用を拡大すること。また、女性職員の登用にあたっては、労働組合の参加　のもとに民主的なルールを確立し、数値目標を設定して大幅な登用（当面30％）を図る　こと。
(4)　企画立案部門と実施部門別の分割管理や、「能力・業績主義」を口実にした複線型　（コース）別人事制度の導入などを行わず、公務一体の人事管理を徹底すること。
４　労働時間短縮、休暇制度改善等について
(1)　すべての公務職場で年間総実労働1,800時間を早急に達成するため、交替制職場や　業務過重職場などで必要な職員増をはかるなどの措置を指導すること。また、「勤務を　要しない日」の2日連続取得を保障すること。
(2)　所定内労働時間を1日7時間、週35時間とすること。当面、06勧告での民間にお　ける所定内労働時間の調査結果を踏まえ、所定内労働時間を1日7時間45分に短縮す　る意見の申し出を行うこと。
　　また、交替制勤務者の連続勤務時間を短縮し、連続拘束時間について上限を設けると　ともに、仮眠時間が十分確保できるよう必要な改善措置を講じること。
(3)　厚生労働省のガイドラインに準じて、勤務時間管理を徹底するなど実効ある超過勤　務規制を行うこと。超過勤務の上限を1日2時間、1週5時間、月20時間、年間120　　時間以内に制限するとともに、不払い残業をなくすこと。また、家族的責任を有する職　員については、原則として時間外、深夜、休日労働を禁止すること。
(4)　超過勤務縮減にむけた労働時間管理にかかわる労使による協議機関の設置を義務付　けること。
(5)　公務員労働者の生活・労働実態を無視した勤務時間割り振りの弾力化、フレックス　タイム制の適用拡大、裁量労働制の導入などの労働時間「弾力化」や、過重労働につな　がる制度改悪を行わないこと。
(6)　介護のための短時間勤務制度について早急に導入を検討すること。
(7)　介護休暇の取得期間を365日とし、断続取得、同一疾病での再取得など取得方法の　改善、要介護期間の制限撤廃などの改善を行うこと。また、現職復帰、代替要員の確保、　無給規定の撤廃を図ること。
(8)　子どもの看護休暇制度を子ども一人につき5日以上とし、対象年齢を義務教育年齢　とするなどの拡充を図ること。家族看護休暇の創設、子どもの幼稚園・保育園、学校行　事等への参加のための休暇制度を新設すること。
(9)　育児休業制度の所得保障を充実するとともに、代替要員の確保、部分休業期間の延　長など取得しやすい制度に改善すること。また、男性取得率を高めること。
(10)　長期勤続休暇（リフレッシュ休暇）を経済的措置を含めて早期に制度化すること。
(11) 年次有給休暇を年間30日とし、要員確保など取得促進に向けた条件整備を行うこと。　また、夏季休暇を10日間とし、結婚休暇も1週間以上に延長すること。
５　男女平等、母性保護等について
(1)　公務における真の男女平等を実現するため、採用・任用・昇進・昇格をはじめ雇用　の全ステージにおける間接差別を含めた男女差別の禁止、制裁・罰則規定の新設、救済　制度の拡充などの整備を行うこと。
(2)　女性の採用を拡大し、役職段階別に占める女性の割合を男女の職員構成比に応じた　ものとすること。そのため、女性の採用、研修・育成、昇任・昇格にあたって積極的な　改善策を講じるとともに、苦情処理制度やセクシュアル・ハラスメント防止対策の拡充　を図ること。
(3)　各府省が策定した「女性職員の採用・登用拡大計画」が実効あるものとなるよう、　数値目標を設定させるなど指導を徹底すること。
(4)　産前休暇を8週間、産後休暇を10週間とし、産前6週間の就業禁止期間を設けると　ともに、すべての職務に任期付き職員でない正規職員による代替措置を講ずること。
(5)　妊産婦について、深夜・時間外・休日労働や危険有害業務と交替・変則勤務の禁止、　他の軽易な業務への転換、勤務時間短縮など労働軽減をはかること。また、そのための　正規職員による代替措置を講じるとともに、妊娠障害休暇を新設すること。
(6)　更年期障害にかかわる措置等を制度化すること。
６　高齢者雇用について
(1)　雇用延長にむけ、「65歳定年制」を検討すること。当面、年金の支給開始年齢の繰　り延べに対応して、定年年齢を段階的に引き上げるなどの経過的な措置を講じること。
(2)　高齢者の「新再任用制度」の運用改善にむけて、「希望者全員の雇用の確保」「生活　できる所得保障」などが担保されるよう必要な措置を講じること。
７　健康・安全確保等について
(1)　長時間・過密労働をなくし、過労死・自殺、疾病、公務災害の予防など職員の健康　・安全を確保するため、以下の対策を講じること。
①　超勤規制、夜勤制限、勤務時間帯等について、実効ある基準を労使協議で策定し、確　実な実施を保障すること。
②　メンタルヘルス問題の深刻化を踏まえ、働き方と職場環境の変化に対応して、「職員　の心の健康づくりのための指針」等に基づいた心の健康づくり対策を強化すること。
③　看護師の夜勤について、複数・月8日以内を厳守させるとともに、夜勤体制の充実を　図ること。
④　人事院規則10-4第14条に基づき、任命権者ごとに「健康安全管理委員会」を設置する　とともに、一定規模以上の職場には専従の安全衛生委員を配置し、委員会の日常的な活　動を強化すること。
(2)　職場の健康診断について、次の充実をはかること。
①　健康診断の受診を促進させるとともに、検診項目については、ガン・生活習慣病検診　など職場と職員の実態、社会の要請に対応した項目を設定するなど内容の充実をはかる　こと。
②　特別定期健康診断の受診を義務づけ、指定範囲外職員についても希望者の受診を積極　的に認めること。
(3)　国家公務員災害補償法を次のとおり抜本的に改正すること。
①　災害認定について、「業務起因性」と「業務遂行性」を要件とする現行基準を廃止す　ること。認定の基本原則として、使用者側に「公務外」の立証がない限り「公務上」と　する「使用者挙証責任制」を確立すること。
②　公務・通勤災害の各種給付水準を大幅に引き上げること。
８　非常勤職員の均等待遇の実現にかかわって
(1)　画一的・一方的な「雇い止め」を規制するなど、非常勤職員制度を抜本的に見直　すこと。
(2)　常勤職員との均等待遇をはかるため、以下の要求を実現すること。
　①　給与法をはじめとする諸規定の整備をはかること。
　②　非常勤職員の休暇等については、常勤職員に準じた制度に改善すること。当面、無　　給とされている休暇を有給にするとともに、夏季休暇、結婚休暇、看護休暇や育児休　　業などの制度化をはかること。
　③　非常勤職員にも健康診断受診を拡大すること。
(3)　一定期間勤務することが予定される非常勤職員については、採用時からの年次休暇　取得を可能とするなど、実態に即した改善をはかること。
以　　　上
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